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本書の原題は， Organization and Environmentであるが，その邦訳名を「組
織の条件適応理論一一コンティンジェンシー・セオリー」とした理由について，訳者は， i原
書名と似たタイトノレを持つ書物の多くが公害環境問題を扱っていて，本書の内容を伝えるのに
ふさわしくないと考えたからであるO しかしそれ以上に，本書が提唱した「組織のConti-
ngency theoryJが， その後の学界や実務界に与えたインパクトの大きさを考えたから
だjと述べている。 Contingency theoryの邦訳名はともかしそれが注目され出し
た背景には，組織がもともと，環境の中に存立しているという明白な事実が，環境変化の激し
さと多様化によって，あらためて理論的に認識されはじめたことによるO これまでも，組織を
外部環境との関連でオープン・システムとして捉える一般論が提唱されてはきたが，環境条件
をどう特定化いそれが組織内部の構造や運営のあり方と，どのような対応関係を持つのか，
としづ具体的な接近方法が明らかでなかった。本書がそれをはじめて， Contingency 
theoryとして定式化したというのである。
Contingency theoryはさらに， 組織論や経営論において， とかくジヤンクソレのよ
うに乱立するさまざまな理論を整備しそれぞれの理論や技法が適用できる範囲を限定し条
件づける役割をも合わせ持っているとされるO そこで例えば，経営・管理論の理論的な系譜・
方向として，経営過程論がシステム理論へと発展する中で，管理科学と組織行動科学とに分派
した流れを統ーするのが， Contingency theoryであると，位置づける論者もある。
乙のように，本書はContingency theoryに先弁をつけた書で、あるが， それは単な
る理論枠組の提示にとどまらず，実証的研究という面でも評価されているが， しかし， ここで
の組織と環境は，私企業を対象としているので，以下，本書の内容を見てし、く場合には，実証
的側面は割愛した。
第 1章で，著者たちは，先ず，今日の組織理論の問題点を指摘したあと，本書の主要な概念
を整理しているO
今日の組織理論の問題点としては，従来の理論は，組織の状態やプロセスが，その外部環境
の要求条件とどのように関連があるかを解明しようとせず， <<あらゆる状況に適用できる組織
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化のワン・ベスト・ウェイ》を求めてきた結果，実に多種多様で矛盾を含んだものになってい
るとするO これに対し，著者たちは，対処すべき環境条件が異なれば，それに対応して，組織
の種類はどのように違ってくるだろうか， として組織のワン・ベスト・ウェイを追求すること
を最初から放棄するO
こんにち一般化しているように，著者らも組織をオープン・システムと捉えるが，そのシス
テムの機能を 2つの側面ーから分析しようとするO その一つは， システムの増大にともない，そ
れがし、くつかの部分に分化し，同時に， システムが全体として生き続けるために個々の部分機
能を統合する必要があるとしづ側面であり，第2は，あらゆるシステムが外界の動きに適応し
ていくとしづ側面であるO 著者らも言うように，分化と統合という概念を使って組織を理解す
ることは，別に目新らしいことでなし、。しかし， この二つの概念について著者らは，次のよう
な定義を試みているO
先ず，分化については，職能部門が異なる管理者間の(1)((特定の自擦に対する指向》の相違，
(2) <<時間指向》の相違(短期的な問題に追われているか，長期的なそれか)， (3)<<対人指向》
の相違(タスク達成の優先か，人門関係の維持か〉の 3つの次元を設定し，これらによって
《構造の公式性》の度合をはかろうとして， <<異なる諸職能部門の管理者たちの間にある，認
知的ならびに情動的な指向の相違》と定義する O また，統合については，分化と統合の 2つの
間の関係をコンフリクト解決(コンフリクトは不断に存在すると把えられている)の過程にお
ける《環境の要求によって，活動の統ーを求められる諸部門の簡に存在する協働状態の質》と
規定しているO
組織の内部を以上のような意味での分化と統合の状態と抱えながら， さらに，それを組織の
外部，すなわち，組織と環境の関係を把える視点として，次の 4点を提示しているO
(1 ) さまざまな組織が直面している環境の諸要求は， どのように違っているだろうか。また，
環境からの諸要求は，効果的組織の内部機能とどのように関連しているだろうか。
(2) その環境が確実ないしは安定している組織は， もつばら公式の階層を活用して統合を達成
するというが，それは本当だろうか。もしそうだったら，それはなぜだろうか。高度の統合
を必要としないからだろうか，それとも，環境が確実であれば，相対的に上位の組織レベル
の方で，あるいは小数の人々の方が，効果的に意思決定できるからだろうか。
(3) 違った産業環境に対処しているいくつかの組織の間で，管理者の指向や部門の構造が同じ
程度に分化していることがあるだろうか。
(4) いろいろな業種のなかで，とくに職能部門間に高度の分化が必要な業種があるとすれば，
そのことが組織諸部門の統合達成上の問題に影響を与えるだろうか。また，それが統合達成
のための組織化の手段に影響するだろうか。
第2章以降6章まで、は，前章の研究枠組を用いながら業種を選定し各々の業種において
競争関係にある複数の組織を， (1)同じ業種の中で，効果的な組織と非効果的な組織との間には
どんな相違があるか， (2)業種が違うそれぞれの効果的な組織同士の間には， どんな相違がある
? ?? ?
?
か，の 2点にポイントを置いた比較調査であるO なお， この比較調査は，第 1段階が開業種の
企業関比較，第2段階が2業種間における効果的な組織と非効果的な組織(経済的な収益基準
での測定値〉の比較である。
l伝統的な組織理論jと題された第7章では， これまでの組織理論を古典的理論(秩序，体
系化，定型化，予測可能性を押し進める〉と人間関係論(率直さ，参画，創造性，個々人の自
発性を促進する方向〉に分けて，それらの概念や方法論の批判を検討をとおして，著者の条件
適応理論との継承関係を検討しているO 組織理論の検討にあたっての上記の分類は，著者が経
営管理の実務を意識してのことでもあるO
古典的理論の検討では， (1)コミュニケーション径路の明確な規定， (2)詳細な役割記述書， (3) 
権限に基づくリーダーシップ・スタイルというアーウィックの組織原則を引用して，その一般
的命題化への問題点と限界を次のように指摘するO すなわち，分業が進めば専門的な知識や技
術の集中も進み，それだけ組織の業積向上が期待でき，さらに役割が高度に細分化されれば，
それを保証する命令系統が生まれ， この命令系統が組織の統合のメカニズムになるとしづ基本
仮説は，タスクが単純で， 目標が明確であり，手段選択の不確実性が極小である環境を前提に
して，はじめて成り立っとするO つまり，古典理論の「原則」は，組織理論の連続スケーノレの
一方の端であって， こんにちの理論的枠組みに包含できる特殊のケースである， と主張する O
そして，古典理論の所産である主要な概念ースカラー原理，ラインとスタッフの区別，部門
化， これらと関連する権限と責任一ーを3 本書の概念的枠組の中で、位置づけるO
例えば，スカラー原理の検討では，権限配分を影響力の配分を示すと考え，古典理論のそれ
が専ら職位による影響力を意味したのに対し，知識による影響力をも加味し，組織変数のーっ
と把えるO また，調整機能を上司の役割とする原理についても， コンフリクト解決を担う階層
を一つの変数と考え，上司だけでなく様々な役割に組み込めると見ているO 最後に，階層構造
の役割の厳密な規定とし、う原理については，著者らの言う「構造の公式化の程度Jに含まれる
とするO
ラインとスタッフを区別した理論については，そのことから有用な定義すらまとめられてい
ないとし区別されるのは統合機能と専門機能であるとし，この両者が先の知識による影響力
と職位による影響力の度合いの点から把えられているo (ちなみに， この 2つの影響力に関連
して，古典理論の中心概念、である「権限Jは最も分りにくいとしながら，それが法律上の所有
権に由来し，本書では，職位による影響力と置きかえられているo ) 
一方，人間関係論については，その理論自体を吟味するよりは，それが経営管理の実践に与
えた影響を中心に考察が進められているO つまりこの論は，経営管理の実践段階で運動として
展開しある種のイメージを作り上げ， (1)組織における問題解決にあたって，相対的に低い階
層の参画を確保すること， (2)組織における個人や集団の間に，率直さと信頼をさらに高めるこ
と，の 2つの方向を示してきたと言うのである。そして， この論が運動にまで発展した理由に
ついて， この 30年間，科学やその応用技術の進歩によって変化と不確実性が増大してきた時
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期であり，組織的対処として，構造化の度合いをゆるめ，見通しをより長期化する必要にあた
って，経営管理者が組織改善の拠り所を人間関係論に求めたからだ， と見ているO
人間関係論については， このようにその運動を対象としながら，本研究との関連では，次の
ように把えているO 人間関係論の運動が主張することは，影響力を広く共有することと， コン
フリクトをオープンな対面解決の行動様式で、解決すること，さらに構造化の低い組織を広く活
用することであるO そこでの強調が高度の統合状態を実現することにあったが， しかし，統合
と同時に達成すべき適切な分化の効用と重要性が軽視されたのは，明らかである， とO
「組織の条件適応理論に向かつてjと題された第 8章は， (1)経験的データの体系的な収集に
もとずく研究， (2)多くの変数を扱った研究， (3)研究内容が条件適応的なもの， としづ基準で先
行研究を選択し，それらを，環境変数とタスク変数を重視する研究， コンフリクト解決に関す
る研究と， 2つに分けて検討しているO 先ず前者では，組織環境の特性を産業における科学技
術と市場の変化速度にもとめ，それと内部のマネジメント慣行との関係を調査したノミーンズ=
ストーカの研究を取り上げているO そして，彼らの調査研究の結果としてのマネジメントの分
類， r有機的jならびに「機械的j (こんにちの組織理論では珍らしくないが〉に，著者らの
研究結果と近似していると言う。また， r有機的j，イ機械的jとし、う分類に似たフォレイカ
ーの rLJ組紙 IT J組織を紹介してしる。 ILj組織とは， 自らの向上心によって動機づ
けられた高度に自立志向的なマネジメントと，相対的に他人志向的な成員からなる組織であり，
ITj組織は，他人志向的なマネジメントと，自立志向的な成員からなる組織， と規定されるO
彼の場合の環境特性は， I有利か不利かJで押さえられているが，著者は，有利な環境とは組
織が新資源、や新たな機会を利用できる変化が急で不安定な事態，逆に，不利な環境とは相対的
に変化が小さく安定した事態で、ある， と解釈して，この研究にも本書との近似性を認めているO
一方， コンフリクト解決に関する研究では，利害関係を持つ2人の当事者(競争ゲーム，係
争問題など〉で利用される「配分的交渉Jと多くの代替案の選択をめぐって起こる不一致の解
決過程である「統合的交渉Jとを分けて，後者の場合を検討しているO そして，先のフォレイ
カー の， L組織が配分的交渉をうまく遂行するのに適しているが，統合的交渉では不利である
ことを演鐸的に論証している， とする (T組織はこのL組織の逆になる〉。
最後に，本研究では2次的であるが，組織内部の重要な変数である個人の行動特性に関する
研究が検討の対象とされる。つまり，職務に持ち込む成員の行動特性のタイプと，組織特性の
違いがそれらの成員個々人に与える影響との関係であるO 先ず，多様な状況下でのリーダーシ
ップ・スタイルと集団の業績との関係でフィードラーが， (1)タスクが単純であるか，複雑であ
るか， (2)リーダーと集団との関係が友好的であるか，非友好的であるかとしづ情緒関係， (3)リ
ーダーの自由になる慣習的な権力が大きいか小さいか，と分類した仮説枠を評価し，そのスタ
イルがタスクや組織状況と無縁でないことを強張するO また，職務設計に対する労働者の反応、
を調査したターナーエローレンスの研究を取り上げ，労働者の基本的な行動特性としづ条件に
よって，重要な組織特性である職務の複雑さと従業員の反応との関係が装、わるものであることを知
??? ?
ることができる， とするO
以上が，組織理論の枠組を中心にして見た本書の概要で、あるO もとより， ここでの組織が私
企業のそれであるので， この条件適応理論を，産接，学校経営の理論として借用することは短
絡し過ぎと言えるだろう。タスク遂行はもちろん，社会的存立基盤，規模，環境の質等におい
て，明らかに，私企業と学校とで、は，両者の性格が相違しているからであるO
しかし， これまでも学校経営の研究， とりわけその理論的開発の面で，私企業を対象とした
組織@経営の理論がしばしば適用されてきたことは，例えば，本書で検討されている用語の多
くが，今日の学校経営の実践において， 日常的に使用されている事実からも明らかであろう。
企業と学校とで、は，先のような相違があるとはいえ，このように経営の実践において，また，
それを対象とする理論において，用語や概念の共有がはかられてきた理由は，多分に両者に共
通する組織性に依るものだと考えられる。組織を解明していくことが，現代の経営の理論と実
践の有力な方法なのである。
ところが従来，組織解明にあたっての分析対象がもっぱらその内的な構造や過程に置かれて
きて，外部の環境条件との関連が明らかでナよかった， というのが本書の主張の出発点なのであ
る。で"は，学校経営の理論と実践の場合はどうなのであろうか。若干，スローガン的ではある
が， 6 0'年代の f学校経営の合理化，民主化jや，あるいは「官僚制」や「専門職性」を駆使
した社会学的分析は，・学校経営の内的な構造や過程の解明に重点が置かれてきたと言ってよい
だろう。しかし，同時に社会変化の波をうけて，その関連で学校を問う動きが継続Lてきたこ
とも，見落とぜなし、。
学校と社会，のテーマは古くからあるが，近年のそれは，学校の社会変化への対応を問題に
してきたことを特色としているO 教育危機を背景とする社会評論，学校の役割，機能を問う社
会学的分析，未来の学校制度を志向する教育政策など，この間の事情を振り返れば，明らかで
あろう。あえて，条件適応理論を持ち出すまでもなく，現代の学校問題は，総じて社会への条
件適応の模索である， と言えるO いわゆる，教育の内容，方法，組織制度と広範な領域で論議
されてきた教育の現代化抗生産組織の巨大化と技術革新，情報化・都市化・大衆化といった
社会変化を背景としていたことは言うまでもなく，それが様々な形で，学校に革新をせまって
きたので、あるO このような急激で， しかも広範閣にわたる教育と学校をめぐる状況変化に対応
する実践と理論があったのであろうか。
確かに，教材精選やテクノロジーの導入，教授組織類型の選択など，この間，学校が実践し
てきた事柄には，少なからず，社会変化の影響のあとが見られるし，理論的にも，それぞれの
領域で深められているだろう。しかし，学校の組織革新としづ舞台で，それらが， どのように
動態化しているのか，その全体像を把撞する認識方法については，必ずしも理論化が深められ
てきたとはいえないのではないであろうか。言いかえれば，学校の組織革新への様々な代替案
や選択肢が提示されはしたけれども，その現実をどう対象化するかについては，十分でなかっ
たのではないか。このような課題関心からすれば，環境との関連で組織変動を対象とする条件
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適用理論は，山積する教育問題の解決を迫まれる学校経営の実践にとっても， また，その現実
を認識する理論化にとっても，多くの示唆が含まれていると考えられるO
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